
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い
診療に影響を受けていらっしゃる先生方へ 《第３弾》

第1弾、2弾と合わせてご覧下さい。

・今までにいただいているお問い合わせ
・4月30日補正予算決定後の政府経済対策新規追加事項

★お問い合わせ、ご相談などございましたら山田宏事務所宛にご連絡ください。

参議院議員 山田宏事務所 電話：03-6550-1205
FAX ：03-6551-1205

メール：k.niira@yamadahiroshi.com
担当：新良（にいら）



★今までにいただいている主なお問い合わせ

持続化給付金
・ひと月の売上が前年同月比で50％以上減少が要件ということだが、
保険診療の売上げはどのように扱うのか。

⇒保険診療が生じた月の売上げとして、保険点数分を売上げ台帳に記入。
入金がなくても保険点数で計上してください。
クレジットカード支払に関しても、保険診療と同じ扱いになります。

雇用調整助成金
・家族が専従者として勤務。雇用調整助成金は摘要されるのか。

⇒他の労働者と同じ条件であれば、書面ではなく口頭による雇用契約であっても、
労働者・使用者の両者がその契約内容に合意していれば労働契約は成立。
家族従事者の雇用実態が、雇入時に労働条件を明示した書面、出勤簿、給与簿、
給与の支払い実態などによって確認されれば、雇用調整助成金の対象となり得ます。

※ 【ご参考】 厚労省HP 雇用調整助成金 FAQ
https://www.mhlw.go.jp/content/000625730.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/000625730.pdf


貸付金(日本政策金融公庫）
・年齢制限はあるのか。（高齢でも大丈夫か）
⇒年齢制限は無し。

★今までにいただいている主なお問い合わせ

税制猶予
・5月納付期限の税金の支払いがコロナの影響のため、きつくなった。
これは猶予条件の「一時納付困難」にあたるのか。
⇒充当します。
前年度の収入と比較できるものをもって地方税はお住まいの市区町村、
国税は最寄りの税務署に相談に。
向こう半年の運転資金を差し引いてご相談ください。

★支援策ご参考サイト 一覧
首相官邸HP   「生活と雇用を守るための支援策」

https://www.kantei.go.jp/jp/pages/coronavirus_shien.html 
経済産業省HP「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」

https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf
都道府県、各自治体支援策

https://j-net21.smrj.go.jp/support/tsdlje00000085bc.html

https://www.kantei.go.jp/jp/pages/coronavirus_shien.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf
https://j-net21.smrj.go.jp/support/tsdlje00000085bc.html


資金繰り まとめ

コロナで売上げ半減
前年同月比50％売上減少

【給付金】

持続化給付金

・法人200万円、個人事業者100万円
＊ただし、昨年1年間の売上げからの減少分が上限

・電子申請あり 「持続化給付金」 で検索
窓口での申請は5月中旬～予定

問合せ先：中小企業金融・給付金相談窓口：0570-783183

【融資を受けたい】

売上げ高5％以上減少

新型コロナウイルス感染症特別貸付
（【第1弾】ご参照） ・HPから手続き可能

・特別利子補給制度を使って
実質無利子(次頁資料ご参照）

セーフティネット5号

日本政策金融公庫相談ダイヤル
0120-154-505

借入債務の80％を信用保証協会が保証

5％以上減少という数値要件に関

わらず、今後の影響が見込まれ
る事業者も含めて融資対象に。

今回の特例

日本政策金融公庫相談ダイヤル：0120-154-505

セーフティネット4号

借入債務の100％を信用保証協会が保証

売上げ高20％以上減少

・要件を満たせば保証料・金利ゼロ・
無担保・据置最大5年

セーフティネット貸付

・お取引のある(またはお近くの）民間金
融機関・最寄りの信用保証協会へ

据置3年 金利1.11％

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html

申請方法等詳しく載っています！

https://www.jizokuka-kyufu.jp/
5/１開設

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/


特別利子補給制度（実質無利子）

実質的な無利子化融資とは、「新型コロナウイルス感染症特別貸付」の融資を受
けた後、返済した利子について、公庫以外の実施機関から利子補給を受けること
で、負担される利子が実質的に3年間無利子になる制度。

要件に該当する場合、当初3年間、3,000万円限度として、融資制度に適用される
利率から低減して利率が適用。

融資後は、利率も含め、公庫に返済するが、後日低減した利率の利息部分につい
て返ってくる＝利子補給の制度（特別利子補給制度）を政府が設ける。

利子補給の申請方法、実施機関等具体的な手続きについては、詳細が固まり次第中小企業庁HPで公表予定。

〈対象〉 個人事業主 ：要件なし
小規模事業者（法人事業者）：売上高▲15％減少
中小企業者 :売上高▲20％減少

〈補給対象上限〉 3,000万円
〈補給機関〉 借入後当初3年間

＊一旦は利息を負担。後日返ってくる。



中小企業再生支援協議会による
新型コロナ特例リスケジュール

中小企業者を対象に、協議会が一括して既存債務の元金の返済を一年間ストップ。
資金繰り計画について相談にのります。

中小企業再生支援協議会

対象：新型コロナウイルス感染症の影響を受けて既往債務の支払、資金繰りに窮している中小企業者
①最近1ヶ月の売上高が前年、又は前々年の同期と比較して５％以上減少
②業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の場合は、最近1ヶ月の売上高が下記のいずれかと比較して５％以上減少
・過去3ヶ月の平均売上高・令和元年12月の売上高・令和元年10～12月の売上高平均額

第一次相談(窓口相談）：
相談を拒むことなく幅広く誠実に対応。

資金繰りの見通しを判断し、
当支援開始の当否を判断

【困難】⇒必要に応じ経営者に対し保証債務
整理などの支援、弁護士の紹介

【適当】⇒相談企業の承諾を得て主要債権者(金融機関等）に対し資金繰りの見通しを説明、
主要債権者の意向を確認

策定支援を行うことを決定
・相談企業に通知。
・対象債権者に計画策定支援を行うことを伝え、協力を要請。
・積極的に金融機関調整を行う。

＊毎月資金繰りを継続的にチェック、適宜助言。

お問い合わせ先⇒https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/200225kyougikai.pdf

（別表をご覧ください。）

＊一年間の元金返済猶予を要請

山田宏事務所作成

融資を受けたいが
既存債務があり、
新たな融資が不安

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/2020/200406saisei_tokurei.pdf5/1 公開



新型コロナ特例リスケジュールに関しましては、
最寄りの中小企業再生支援協議会に
ご相談ください。

中小企業再生支援協議会

収益性のある事業を有しているが、財務上の問題
を抱えている中小企業の再生を支援するため、各
都道府県に設置。

今回は、【特例】として、事業の改善だけではなく、
「延命」を目的に資金繰りの相談にのります。



従業員の雇用関連

【雇用調整助成金】
更なる拡充

休業手当の支払率60％超の部分の助成率を特例的に10/10とする。

本特例措置の詳細については、令和２年５月上旬頃を目途に発表。

【小学校休業等対応助成金】
対 象：R2年2月27日～6月30日までの間(春休みなど開校する予定のなかった日は除く）に、子

どもの世話を保護者が行うことが必要となった労働者に対し、年次有給休暇とは別に有
給（賃金全額支給）の休暇をさせた事業主

新型コロナの影響で小学校等が臨時休業した際、保護者である従業員に賃金全額支給の
休暇を取得させた。

支給額：有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額×10/10 （1日あたり8330円
が上限）の助成金を支給

問合せ先：学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター ０１２０－６０－３９９９

新型コロナの影響で急激な事業の縮小を余儀なくされ従業員を休業させた。

オンライン申請も可能になるよう改良中



フェイスシールドのご案内ご参考

フェイスシールドを作っている会社「株式会社ツジデン」をご紹介させていただきます。
直接インターネットからご注文ください。
「売り切れ」と表示された場合等は、山田宏事務所にご連絡ください。


